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金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率

市税 43,199 42,253 △ 2.2 42,062 △ 0.5 42,321 0.6 41,755 △ 1.3 41,971 0.5

地方譲与税等 5,442 6,480 19.1 7,688 18.6 8,635 12.3 8,527 △ 1.3 8,420 △ 1.3

地方交付税 23,258 22,082 △ 5.1 20,761 △ 6.0 19,932 △ 4.0 19,544 △ 1.9 19,171 △ 1.9

臨時財政対策債 5,756 5,165 △ 10.3 4,611 △ 10.7 4,461 △ 3.3 4,425 △ 0.8 4,397 △ 0.6

国庫支出金 18,133 17,212 △ 5.1 17,686 2.8 17,735 0.3 17,615 △ 0.7 17,908 1.7

県支出金 6,957 6,853 △ 1.5 6,790 △ 0.9 6,661 △ 1.9 6,531 △ 2.0 6,408 △ 1.9

市債（臨財債を除く） 7,687 6,282 △ 18.3 6,530 3.9 6,949 6.4 6,014 △ 13.5 6,130 1.9

その他 12,592 19,458 54.5 13,114 △ 32.6 12,951 △ 1.2 12,366 △ 4.5 12,366 0.0

123,024 125,785 2.2 119,242 △ 5.2 119,645 0.3 116,777 △ 2.4 116,771 0.0

義務的経費 64,232 63,412 △ 1.3 62,340 △ 1.7 62,910 0.9 62,455 △ 0.7 62,431 0.0

人件費　　　　　　　 23,236 22,402 △ 3.6 21,689 △ 3.2 22,366 3.1 21,683 △ 3.1 21,694 0.0

うち退職手当 2,687 2,251 △ 16.2 1,851 △ 17.8 2,565 38.5 2,191 △ 14.6 2,376 8.4

措置費 25,743 25,902 0.6 26,422 2.0 26,647 0.9 26,847 0.8 27,054 0.8

公債費 15,253 15,108 △ 0.9 14,229 △ 5.8 13,897 △ 2.3 13,925 0.2 13,683 △ 1.7

うち元金償還 13,397 13,206 △ 1.4 12,320 △ 6.7 11,973 △ 2.8 11,982 0.1 11,735 △ 2.1

経常経費 10,931 11,120 1.7 11,417 2.7 11,188 △ 2.0 10,965 △ 2.0 10,745 △ 2.0

政策経費 48,861 52,845 8.2 47,489 △ 10.1 48,206 1.5 46,295 △ 4.0 46,384 0.2

うち大規模事業以外 41,645 40,221 △ 3.4 40,030 △ 0.5 40,458 1.1 39,822 △ 1.6 39,850 0.1

うち大規模事業 7,216 12,624 74.9 7,459 △ 40.9 7,748 3.9 6,473 △ 16.5 6,534 1.0

124,024 127,377 2.7 121,246 △ 4.8 122,304 0.9 119,715 △ 2.1 119,560 △ 0.1

△ 1,000 △ 1,592 △ 2,004 △ 2,659 △ 2,938 △ 2,789

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

【基金の状況】

11,885 11,793 11,289 10,130 8,692 7,403
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（単位：百万円、％）

金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 増減額 増減率

42,247 0.7 40,117 △ 5.0 40,238 0.3 40,369 0.3 39,712 △ 1.6 △ 3,487 △ 8.1

8,314 △ 1.3 8,225 △ 1.1 8,138 △ 1.1 8,052 △ 1.1 7,968 △ 1.0 2,526 46.4

18,947 △ 1.2 19,558 3.2 19,434 △ 0.6 19,357 △ 0.4 19,329 △ 0.1 △ 3,929 △ 16.9

4,380 △ 0.4 4,546 3.8 4,539 △ 0.2 4,533 △ 0.1 4,526 △ 0.2 △ 1,230 △ 21.4

17,880 △ 0.2 17,550 △ 1.8 17,616 0.4 17,310 △ 1.7 17,275 △ 0.2 △ 858 △ 4.7

6,290 △ 1.8 6,158 △ 2.1 6,072 △ 1.4 5,970 △ 1.7 5,874 △ 1.6 △ 1,083 △ 15.6

6,033 △ 1.6 6,179 2.4 5,863 △ 5.1 5,955 1.6 6,336 6.4 △ 1,351 △ 17.6

12,365 0.0 12,366 0.0 12,365 0.0 12,365 0.0 12,365 0.0 △ 227 △ 1.8

116,456 △ 0.3 114,699 △ 1.5 114,265 △ 0.4 113,911 △ 0.3 113,385 △ 0.5 △ 9,639 △ 7.8

61,323 △ 1.8 60,155 △ 1.9 59,978 △ 0.3 59,870 △ 0.2 59,241 △ 1.0 △ 4,991 △ 7.8

21,190 △ 2.3 20,416 △ 3.7 20,316 △ 0.5 20,312 0.0 19,955 △ 1.8 △ 3,281 △ 14.1

2,200 △ 7.4 1,670 △ 24.1 1,611 △ 3.5 1,786 10.9 1,653 △ 7.5 △ 1,034 △ 38.5

27,078 0.1 27,094 0.1 27,110 0.1 27,127 0.1 27,145 0.1 1,402 5.4

13,055 △ 4.6 12,645 △ 3.1 12,552 △ 0.7 12,431 △ 1.0 12,141 △ 2.3 △ 3,112 △ 20.4

11,096 △ 5.4 10,671 △ 3.8 10,556 △ 1.1 10,409 △ 1.4 10,094 △ 3.0 △ 3,303 △ 24.7

10,530 △ 2.0 10,320 △ 2.0 10,113 △ 2.0 9,911 △ 2.0 9,713 △ 2.0 △ 1,218 △ 11.1

46,531 0.3 46,256 △ 0.6 46,007 △ 0.5 45,864 △ 0.3 46,111 0.5 △ 2,750 △ 4.5

40,022 0.4 39,760 △ 0.7 39,526 △ 0.6 39,335 △ 0.5 39,484 0.4 △ 2,161 △ 5.2

6,509 △ 0.4 6,496 △ 0.2 6,481 △ 0.2 6,529 0.7 6,627 1.5 △ 589 △ 8.2

118,384 △ 1.0 116,731 △ 1.4 116,098 △ 0.5 115,645 △ 0.4 115,065 △ 0.5 △ 8,959 △ 7.2

△ 1,928 △ 2,032 △ 1,833 △ 1,734 △ 1,680

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

6,975 6,443 6,110 5,876 5,696

32年度(試算) 33年度(試算) H26-36

（平成26年３月試算）

35年度(試算) 36年度(試算)34年度(試算)
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１ 中・長期財政見通しの意義と目的 

(1) 中・長期財政見通しの意義 

   本市の中・長期財政見通しは、平成２６年度当初予算を基礎として、今

後見込まれる歳入歳出の増減要素を一定の条件のもとに推計し、２７年度

から３６年度までの１０年間における財政の姿を試算したものです。 

中・長期財政見通しの作成にあたっては、「県都『あきた』成長プラン」

（第１２次秋田市総合計画）や「県都『あきた』改革プラン」（第５次秋田

市行政改革大綱）との整合を図っています。 

 (2) 中・長期財政見通しの目的 

  ①中・長期的な財政収支の見通しを明らかにすることにより、将来に向け

た課題と対応を把握するとともに、財政運営の健全性を確保するための

指針として活用します。 

  ②「県都『あきた』成長プラン」に掲げた施策・事業を実施するうえでの

財源的根拠とするとともに、「県都『あきた』改革プラン」に位置付けた

財政健全化の目標達成に向けた取り組みを明らかにします。 

  ③市民に対する財政状況の情報提供手段の一つとします。 

 (3) 財政見通し作成の前提条件 

  ①一般会計の２６年度当初予算をベースとします。 

   ②現行の税財政制度および社会保障制度によることを基本としつつ、今後

予定されている制度改正等については、現時点で把握しているものを可

能な限り反映させています。 

 

２ 中・長期財政見通しの内容 

(1) 歳入歳出の推移の見通し（27-36年度） 

   歳入は、根幹を成す市税のほか、地方交付税・臨時財政対策債や市債等

も減少傾向にあり、歳入全体として減少していくと推計しています。 

   歳出は、大規模事業以外の政策経費はほぼ横ばいで推移するものの、義

務的経費、経常経費が減少すると見込んでおり、歳出全体として減少して

いくと推計しています。 
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(2) 歳入の推移の見通し（27-31年度） 

  ①市税 

     ２６年度以降は、個人市民税の給与所得控除見直しや法人市民税の税率

引下げなどによる税制改正の影響を見込むほか、経済の回復基調による増

収を反映しています。また、人口減少の影響や地価の下落が見込まれるこ

とから、市税は総体的に減少傾向にあると見込んでいます。 
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  ②地方交付税・臨時財政対策債 

     地方財政計画の規模の縮小や２７年度以降における合併算定替終了の段

階的縮減の影響により、減少を見込んでいます。 
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③市債 

     ２６年度は、庁舎建設事業の実施により通常債が増加するものの、２７

年度以降は、投資的経費の推移に応じて減少を見込んでいます。 
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(3) 歳出の推移の見通し（27-31年度） 

①人件費 

退職手当は年度ごとに増減はあるものの、人件費全体としては、「県都『あ

きた』定員適正化プラン」（第４次秋田市定員適正化計画）の着実な進捗等

により、減少を見込んでいます。 
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  ②措置費 

生活保護の基準見直しによる影響を見込む一方、被保護者数の増による

生活保護費の増加を見込んでいます。また、公立保育所の民間移行に伴う

児童措置費の増加を見込んでいます。 

257 259 264 266 268 271

100

150

200

250

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

億円
措置費

 
 

  ③公債費 

臨時財政対策債の償還額の増加が見込まれるものの、大規模事業等の償

還が概ね終了することなどにより、減少すると見込んでいます。 
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  ④経常経費 

   ２８年度までは消費税率の引上げ等による増加を見込む一方、２９年度

以降は前年度比△2.0％として見込んでいます。 
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  ⑤政策経費 

    大規模事業以外の政策経費は、事業の終了や人口減少などの要素はある

ものの、市民生活に必要なサービス水準を維持しつつ、新たな市民ニーズ

にも対応するため、事業費をほぼ同程度と見込んでいます。 

また、大規模事業は庁舎建設事業の実施により、２７年度は他の年度と

比べ、高い水準となっています。 
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 (4) 基金残高の見通し（27-31年度） 
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(5) 市債残高の見通し（27-31年度） 

臨時財政対策債と合併特例債を除く市債については、建設事業の精査や

年度間調整等により、残高が着実に減少していくと見込んでいます。 

臨時財政対策債の残高は、今後、一定程度増加する見込みであり、また、

合併特例債の残高は、庁舎建設事業の実施により一時的に増加しますが、

市債残高は総体的に減少していく見込みです。 
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【用語解説】 

 

合併算定替 

市町村合併後の一定期間に限って、普通交付税の額が合併前の状況にお

ける額より減少しないようにするための特別な算定方法のこと。 

本市の場合、合併後 10 カ年および段階的移行期間５カ年（27～31 年度）

において適用される。 

 

合併特例債 

市町村合併後の地域振興や旧地域間の格差是正などのために起債できる

地方債のこと。 

合併後 10 カ年に限り、市町村建設計画に基づく事業の財源とすることが

できる。 

 

投資的経費 

道路や橋りょう等の基盤整備、学校や公営住宅等の公共施設の建設、災

害復旧費など社会資本の整備に要する経費のこと。 

 

措置費 

生活保護費や障がい者保護費、児童手当等、法令で定められた義務的な

社会保障関係経費のこと。 

 

公債費 

市債の元利償還金や一時借入金の利子のこと。 

 

経常経費 

各施設の維持管理費や各課所室の事務費、各種システムの保守管理費等

の経常的な経費のこと。 

 

政策経費 

大規模事業以外の政策的な経費のこと。 

 

 大規模事業 

   中・長期財政見通しの作成にあたり、現在、実施に向けて予算措置や構

想・計画策定等がなされているもののうち事業費総額５億円以上の事業を

見込んだもの。 

 


